
新役員の略歴（2014年度） 

 

理事長 

【新任】近藤 駿介（こんどう しゅんすけ） 

昭和 17年 7月   26日生まれ（71歳） 

昭和 40年 3月   東京大学工学部原子力工学科卒業 

昭和 45年 3月   東京大学大学院工学系研究科博士課程 

（原子力工学専攻）修了 

昭和 45年 4月   東京大学工学部講師（原子力工学科） 

昭和 46年 4月   東京大学工学部助教授（原子力工学科） 

昭和 59年 4月   東京大学工学部教授 

（附属原子力工学研究施設） 

昭和 63年 8月   東京大学工学部教授 

(システム量子工学科(旧原子力工学科)) 

平成 7年 4月   東京大学大学院工学系研究科教授 

（システム量子工学専攻） 

平成 11年 4月   東京大学原子力研究総合センター長 

（併任 平成 15年 3月まで） 

平成 16年 1月   内閣府 原子力委員会委員長 

東京大学 退官 

平成 16年 6月   東京大学名誉教授 

平成 26年 3月   内閣府 原子力委員会委員長 退任 

平成 26年 7月   原子力発電環境整備機構 理事長 

 

副理事長 

【新任】藤 洋作（ふじ ようさく） 

昭和 12年 9月   14日生まれ（76歳） 

昭和 35年 3月   京都大学工学部電気工学科卒業 

昭和 35年 4月   関西電力株式会社 入社 

平成元年 6月   同社 支配人 

平成 5年 6月   同社 取締役 

平成 9年 6月   同社 専務取締役 

平成 11年 6月   同社 代表取締役副社長 

平成 13年 6月   同社 代表取締役社長 

平成 17年 6月   同社 取締役 

平成 18年 6月   同社 取締役相談役 



平成 19年 6月   同社 相談役 

平成 24年 7月   同社 顧問 

平成 26年 7月   原子力発電環境整備機構 副理事長 

 

専務理事 

【新任】西塔 雅彦（さいとう まさひこ） 

昭和 33年 5月   28日生まれ（56歳） 

昭和 56年 3月   東京大学法学部卒業 

昭和 56年 4月   通商産業省入省 

平成 8年 1月   資源エネルギー庁公益事業部電源立地企画官 

平成 9年 7月   海外経済協力基金業務第 3部業務第 4課長 

平成 11年 7月   日本貿易振興会シカゴ・センタ一次長 

平成 14年 7月   資源エネルギー庁電力・ガス事業部 

電力基盤整備課長 

平成 15年 10月   貿易経済協力局貿易振興課長 

平成 17年 10月   外務省在英国日本国大使館公使 

平成 20年 12月   通商政策局通商交渉官 

平成 21年 7月   日本貿易振興機構企画部長 

平成 22年 3月   外務省大臣官房審議官（経済局） 

平成 24年 7月   経済産業大臣官房付 退職（出向） 

平成 24年 7月   原子力発電環境整備機構 副理事長 

平成 26年 7月   同機構 専務理事 

 

理 事 

【新任】梅木 博之（うめき ひろゆき） 

昭和 28年 6月   6日生まれ（61歳） 

昭和 54年 3月   東京大学大学院工学系研究科原子力工学 

専門課程修士課程修了 

昭和 56年 11月   東京大学大学院工学系研究科原子力工学 

専門課程博士課程中退 

昭和 62年 3月   動力炉・核燃料開発事業団 入団 

昭和 62年 4月   東京大学工学博士取得 

平成 10年 10月   核燃料サイクル機構 2000年レポートチーム 

統合化グループリーダー 

平成 12年 11月   原子力発電環境整備機構 派遣 

平成 17年 10月   独立行政法人日本原子力研究開発機構 



地層処分研究開発部門 研究主席 

平成 23年 4月   同機構 経営企画部 次長 

平成 23年 10月   同機構 経営企画部 上席研究主席・部長 

平成 24年 4月   同機構 地層処分研究開発部門長 

平成 26年 4月   同機構 特別研究員 

平成 26年 7月   原子力発電環境整備機構 理事 

 

理 事 

【新任】関 浩一（せき こういち） 

昭和 32年 3月   3日生まれ（57歳） 

昭和 54年 3月   東北大学経済学部経済学科卒業 

昭和 54年 4月   東京電力株式会社 入社 

平成 12年 7月   同社 神奈川支店 総務部長 

平成 16年 1月   同社 燃料部石油・燃料管理グループ 

マネージャー 

平成 17年 7月   同社 燃料部石炭グループマネージャー 

平成 19年 7月   同社 燃料部 LNG総括グループマネージャー 

平成 21年 6月   同社 燃料部長 

平成 24年 6月   同社 執行役員 茨城支店長 

平成 26年 7月   原子力発電環境整備機構 理事 

 

理 事 

【新任】安田 明彦（やすだ あきひこ） 

昭和 33年 3月   14日生まれ（56歳） 

昭和 56年 3月   立命館大学法学部卒業 

昭和 56年 4月   中部電力株式会社 入社 

平成 11年 7月   同社 三重支店 総務部 広報課長 

平成 13年 7月   同社 広報部エネルギー・環境広報グループ長（課長） 

平成 17年 7月   同社 広報部エネルギー・環境広報グループ長（部長） 

平成 18年 7月   同社 浜岡原子力総合事務所 浜岡原子力発電所 総務部長 

平成 21年 7月   同社 広報部付 中部原子力懇談会 出向 

平成 26年 7月   原子力発電環境整備機構 理事 

 

 

 

 



理 事（非常勤） 

【再任】井手 秀樹（いで ひでき） 

昭和 24年 11月   6日生まれ（64歳） 

昭和 50年 3月   神戸大学 大学院修士課程 経済学研究科修了 

昭和 54年 3月   神戸大学 博士課程 経済学研究科単位取得退学 

昭和 54年 4月   株式会社三菱総合研究所入社 

昭和 56年 4月   神戸学院大学経済学部講師 

平成元年 7月   ハーバード大学経済学部 客員研究員(～平成 3年) 

平成 4年 4月   神戸学院大学経済学部 教授 

平成 8年 4月   慶應義塾大学 商学部教授 現在に至る 

平成 14年 9月   ハーバード大学ケネディースクール 

エネルギー政策シニアフェロー 

平成 17年 5月   NERA(National Economic Research Associates，Inc.) 

エグゼクティブ・スペシャリスト(～平成 19年 4月) 

平成 24年 7月   原子力発電環境整備機構 理事 

 

理 事（非常勤） 

【新任】廣江 譲（ひろえ ゆずる） 

昭和 27年 9月   7日生まれ（61歳） 

昭和 50年 3月   大阪大学経済学部卒業 

昭和 50年 4月   関西電力株式会社 入社 

平成 4年 12月   同社 人事部附（財）関西文化学術研究都市推進機構出向 

平成 6年 6月   同社 企画室調査グループ課長 

平成 7年 6月   同社 経理室財務課長 

平成 8年 12月   同社 企画室副部長 

平成 12年 6月   同社 企画室原価グループチーフマネジャー 

企画室 IR推進プロジェクトチームマネジャー 

平成 15年 6月   同社 支配人企画室長、品質・安全監査室長 

平成 16年 6月   同社 支配人企画室長 

平成 18年 6月   同社 執行役員企画室長 

平成 19年 6月   同社 取締役 

電気事業連合会理事・事務局長 

平成 23年 6月   同社 常務取締役 

平成 25年 6月   同社 代表取締役副社長執行役員 

平成 26年 6月   同社 執行役員 電気事業連合会副会長 

平成 26年 7月   原子力発電環境整備機構 理事 



監 事 

【再任】長谷川 直之（はせがわ なおゆき） 

昭和 32年 10月   11日生まれ（56歳） 

昭和 57年 3月   東京大学法学部卒業 

昭和 57年 4月   通商産業省入省 

平成 8年 6月   資源エネルギー庁長官官房国際原子力企画官 

平成 10年 6月   金融監督庁監督部保険監督課審査室長 

平成 12年 7月   機械情報産業局企画調査官 

平成 13年 1月   産業技術環境局臨時計量制度改正室長 

平成 13年 6月   日本貿易振興会ニューヨーク・センター 

平成 16年 6月   貿易経済協力局貿易管理部 安全保障貿易審査課長 

平成 18年 7月        同       安全保障貿易管理課長 

平成 19年 7月   内閣府政策統括官（経済財政運営担当）付 

参事官（産業・雇用担当） 

平成 20年 8月   内閣府政策統括官（経済財政分析担当）付参事官（企画担当） 

平成 21年 7月   日本貿易振興機構サンフランシスコ・センター 所長 

平成 23年 5月   原子力安全基盤機構国際室長 

平成 24年 7月   経済産業大臣付 退職（出向） 

平成 24年 7月   原子力発電環境整備機構 監事 

 

監 事（非常勤） 

【新任】鳥井 弘之（とりい ひろゆき） 

昭和 17年 7月   17日生まれ（71歳） 

昭和 44年 3月   東京大学大学院工学系研究科修士課程修了 

昭和 44年 4月   日本経済新聞社入社 

昭和 62年 4月   日本経済新聞社 論説委員 

平成 14年 1月   東京大学先端科学技術研究センター客員教授 

平成 14年 3月   日本経済新聞社退社 同社嘱託論説委員 

平成 14年 4月   東京工業大学原子炉工学研究所 教授 

平成 16年 3月   日本経済新聞社嘱託退任 

平成 20年 3月   東京工業大学退任 

平成 20年 9月   独立行政法人科学技術振興機構 事業主幹 

現在に至る 

平成 22年 6月   株式会社ダイフク 社外監査役 現在に至る 

平成 26年 7月   原子力発電環境整備機構 監事 

（いずれも年齢は平成 26年 7月 1日時点） 


